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５．教授会の役割の明確化 

 

（１）教授会の審議事項の明確化 

◯ 学校教育法第 93 条は，「大学には，重要な事項を審議するため，教授会

を置かなければならない」と規定している31。同条に規定する「重要な事項」

について，その内容が必ずしも明確でないため，国公立大学の法人化まで適

用されていた教育公務員特例法において，学部教授会が学部長選考や教員人

事，勤務評定についての権限を認められていた頃の影響で，現在でも学部教

授会の審議事項が大学の経営に関する事項まで広範に及んでおり，学長のリ

ーダーシップを阻害しているとの指摘がある。 

 

◯ 同条は，大学の特質を踏まえて，「重要な事項」の詳細を規定せずに，各

大学の裁量に委ねたものであるが，その解釈については，教授会が，学校教

育法に基づいて設置されている機関であることに立ち返って考える必要が

ある。前述のとおり（図１参照），そもそも学校教育法は，教学面を規定す

る法律であり，国立大学法人法や私立学校法等のように経営面について規定

するものではない。したがって，学校教育法に基づいて設けられる機関であ

る教授会の審議事項は，当然に，教育研究に関することに限られると解され

る32。 

 

◯ もっとも，大学の目的が教育研究そのものにあることから，教育研究に関

する事項と経営に関する事項を明確に分けることは困難な面がある。例えば，

学部・学科の廃止やキャンパスの移転といった事柄については，純粋に経営

                                            
31 戦前期においては，教授会は帝国大学令及び官立大学令に基づいて規定されており，私立大学において

は法律上の機関としては設けられていなかったが，戦後になって制定された学校教育法では，国公私立

を通じて，すべての大学に教授会を置くものとされた。 
32 平成 11 年に旧国立学校設置法が改正された際に，同法において，国立大学における教授会の審議事項は

以下のように明確化されている。 

（教授会） 

第七条の四 

 １～３ （略） 

 ４ 第一項及び第二項の教授会は，次の各号（第一項第四号及び第五号並びに第二項第二号に掲げる  

   組織に置かれる教授会にあつては，第三号）に掲げる事項について審議し，及び教育公務員特例法   

の規定によりその権限に属させられた事項を行う。 

   一 学部又は研究科の教育課程の編成に関する事項 

   二 学生の入学，卒業又は課程の修了その他その在籍に関する事項及び学位の授与に関する事項 

   三 その他当該教授会を置く組織（前項の規定により第二項各号に掲げる組織の教授が所属するこ   

    ととされた教授会を置く組織にあつては，当該各号に掲げる組織を含む。）の教育又は研究に関す 

る重要事項 

５～７ （略） 
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的な事項であるとする指摘もあるが，大学における教育研究 ― そこで学ん

でいる学生の教育環境や，研究の多様性・継続性の維持等 ― に大きく影響

する事項でもある。 

 

◯ 問題は，本来学長や理事会に最終決定権がある事項について，直接責任を

負う立場にない教授会の議決によって，学長や理事会の意思決定が事実上否

定できるような，権限と責任の不一致が生じる場合である。そのような場合

には，ガバナンス体制が不明確になっていると言わざるを得ないが，内部規

則等において教授会に決定権が認められている大学も多いとの指摘もある。 

学長や理事会が最終的な経営責任を負うこととされている現行制度の趣

旨を踏まえ，各大学において，教授会に決定権を付与するような内部規則等

について，権限と責任の明確化の観点から総点検・見直しを行うことが必要

である。 

 

○ 教授会については，専門的知見を持った教員から構成される合議制の審議

機関であることを踏まえると，学校教育法に規定する，教授会33が審議すべ

き「重要な事項」の具体的内容として，①学位授与，②学生の身分に関する

審査，③教育課程の編成，④教員の教育研究業績等の審査等については，教

授会の審議を十分に考慮した上で，学長が最終決定を行う必要がある34。 

 

（２）教授会の設置単位の再点検 

◯ 教授会について，法律上は「大学には・・・教授会を置かなければならな

い」と規定されているにとどまり，その設置単位については，各大学の判断

に委ねられている。法律上の「教授会」とは，教授を中心とする教員団によ

る合議制の審議機関を意味するものであり，学部教授会や研究科教授会だけ

を指すものではない。既に，各大学においても，全教員から構成される全学

教授会，学部や研究科ごとの教授会，学科や専攻ごとの教授会など，様々な

レベルで教授会が組織されているほか，例えば，教育課程編成委員会や教員

人事委員会などの形で，機能別に教授会が組織される場合もあるなど，柔軟

な教授会の設置形態が見られる。 

 

                                            
33 学校教育法第 93 条の「教授会」は，学部教授会や研究科教授会に限らず，全教員から構成される全学教

授会，学科や専攻ごとの教授会，機能別の教育課程編成委員会や教員人事委員会など様々な形態を含む

ものである。学部制を採用しない筑波大学や金沢大学の事例については，脚注 35 参照。 
34 教授会の歴史的な形成過程に鑑みても，教授会が，学術コミュニティの将来的な構成員としての学生の

身分に関することや，学生に教授する内容としての教育課程の編成に関することや，当該教育課程を適

切に修了したことの証左である学位の授与，また，同僚（peer）となる教員の専門性の審査について，

中心的に審議を行ってきたという経緯がある。 



 

29 
 

◯ その中で，最も定着しているのが学部教授会であろう。一般に，入学試験

や教育課程の編成，卒業の判定や学位授与など，教育研究に関するほとんど

の事項が学部単位で行われてきたという経緯があり35 36，人事を含めて，大

学のガバナンスは，教授会を中心に行われるべきと考える教員の意識も根強

い。 

 

◯ 教育研究に関わる多くの事項が，学部ごとに完結することとなり，責任関

係が分かりやすい一方，学長がリーダーシップを発揮して，例えば，全学共

通教育の改善や入学者選抜制度の見直しなどの取組を進めようとしても，個

別の学部の反対によって進まない場合があるとの指摘もある。 

 

○ しかしながら，「大学の自治」の趣旨は，公権力から大学への不当な介入

を排除するものと解されており，大学運営の範疇（はんちゅう）にある事項

に，学部に所属する全ての教員が，意思決定に関与しなければならないとい

うことを意味するものではない37。 

 

◯ 必ずしも学部ごとに教授会を置かずに，教育課程委員会や教員人事委員会

などの形で，それぞれの分野で能力のある適任者を選任することは可能であ

るし，より実質的・積極的な議論が期待できる場合も考えられる。また，全

学的な重要事項については，学部教授会の意見を参考としつつ，全学的審議

機関で審議することが適当な場合も想定される。 

したがって，例えば，学部ごとの専門教育に関する事項は教授会で審議を

行いながらも，全学共通教育の編成など全学に関することについては，全学

的な委員会組織などを設置して審議を行うといったことも可能であり，こう

した手法を活用することが考えられる。 

 

（３）教授会の審議事項の透明化 

◯ 教授会は学校教育法に基づいて，教育研究に関する重要な事項について審

議する機関とされているが，教授会が具体的にどのような事項について審議

                                            
35 学校教育法は，学部を置くことを「常例とする」としている（第 85 条）が，学部以外の基本組織として，

例えば筑波大学の学群制，金沢大学の学域・学類制など多様な形態が採られている場合には，学部ごと

の教授会ではなく，委員会組織に代えることも可能である。 
36 平成 11 年に旧国立学校設置法が改正された際にも，国立大学の教授会の設置単位が，学部又は研究科で

あることが明示されている。前掲注釈 32 参照。 
37 例えば，甲南大学事件（大阪高判平成 10 年 11 月 26 日）は以下のように判示している。「…人事に関す

る大学の自治は，寄附行為の定めるところにより業務決定機関である理事会に委ねられているのであっ

て教授会にはその権限がなく，また学問の自由は各教員に保障されているとはいえ，そのことを根拠に，

当然に，教員の解雇については教授会の解任決定が必要且つ有効要件であって，この決定が理事長の前

記任免権限を覊束すると結論づけることは到底できない。」 
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しているのかは，教授会が構成員以外の参加を予定しておらず，構成員も教

授，准教授等の常勤教員に限られている場合が多いことから，一般に知られ

ることは少ない。 

 

◯ 教授会においては，日常的には，国の動向を含む本部からの連絡事項の伝

達や，次年度の授業担当の調整や本部の委員会への推薦者の決定等事務的な

手続も行われている。もとより，教授会は，学生の入学や卒業の判定や学位

に関する審査，不正行為等に対する懲戒，教員の資格審査など人事に関する

事項など，秘密性の保持が求められる事柄も多く，一般的に公開すべきでは

ない。しかしながら，教授会の役割等について，教授会が実際にどのような

事柄を審議し，各大学の教育研究を高める上でどのような役割を果たしてい

るのかを可視化していくこともまた重要である。 

  既に一部の大学においては，教授会の議事概要や審議事項等をホームペー

ジ上で公開するなど，教授会の情報公開の動きも出始めており38，各大学や

学部等が，積極的に教授会における審議事項の透明化を進めていくことが期

待される。 

 

◯ なお，ステークホルダーへの説明責任は情報公開により果たしていくこと

が重要であることから，役員会や理事会といった法定の会議体での重要な意

思決定についても，情報公開を推進していくことが必要である。 

 

 

６．経営組織等と教学組織との関係整理 

 

○ 大学の運営に際しては，国立大学の経営協議会や公立大学の経営審議機関，

私立大学の理事会のような経営組織と，学長や学部教授会，国立大学の教育

研究評議会や公立大学の教育研究審議機関などの教学組織との権限関係が

問題となることが多い。 

 

○ 本来，経営事項については経営組織が，教学事項については教学組織が審

議・決定すべきであるが，大学が教育研究を行うことを目的として設置され

ていることから，前述のとおり，実際には，経営事項と教学事項を峻別（し

ゅんべつ）することは困難な面もある。 

                                            
38 例えば，東京工業大学では，教授会の議事概要をホームページ上で公表している。

http://www.titech.ac.jp/about/disclosure/other/minutes_faculty.html 
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このため，経営的要素が強い事項について，教学組織が教育研究の観点か

ら意見を述べることも想定され得るが，重要なことは，最終的に責任を負う

機関が，その権限で判断しているかどうかである。 

 

（経営協議会と教育研究評議会） 

◯ 国立大学法人については，法律上は，教育研究評議会と経営協議会の審議

事項は明確に区別されている39が，現実には，同じ案件がそれぞれの機関に

提示されて，別々に審議が行われている実態も指摘されている。法令上，各

機関が本来審議すべきとされている事項に絞って，適切な審議がなされるよ

うな議事運営を行うことが必要である。 

 

○ また，経営協議会には学外委員が多いことから，経営に関する重要事項が

必要なタイミングに審議されない可能性も指摘されているため，持ち回りで

開催したり，欠席した委員の意見を聴取する機会を設けたりするなどの工夫

も含め，経営協議会が審議することとされている経営に関する重要事項が，

適切に審議される運営を行うことが適当である。 

 

◯ 国立大学法人法では，経営協議会の学外委員を２分の 1以上と法定してい

る40が，この規定は，国立大学の運営に学外者の意見を的確に反映させる趣

旨であると解される。学外委員が大学に関して十分な情報を持たない，ある

いは，会議への欠席等により，会議の実態が，学内委員中心の運営になって

いるとの指摘もある。法律の趣旨を十分に踏まえて，学外委員の意見が適切

に反映されるような運用が行われるよう，委員の選任や会議の運営に配慮す

べきである41。 

 

（公立大学における経営組織と教学組織の関係） 

◯ 公立大学では，設置主体としての地方自治体（首長，議会）の意向が教学

面に大きく働く傾向がある。 

 

◯ 公立大学は，当該地域のニーズに応じて設立されたという経緯があるため，

学部・研究科のみならず，大学そのものも自治体のイニシアティブの下で見

直しが図られる場合も少なくない。 

                                            
39 国立大学法人法第 20 条第 4項，第 21 条第 3項。なお，公立大学法人については，地方独立行政法人法

第 77 条 1項及び 3項参照。 
40 国立大学法人法第 20 条第 3項 
41 公立大学法人についても，基本的な制度設計は国立大学法人と同様であるが，より柔軟な制度設計にな

っている。 
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 しかしながら，地域の学生を教育し，地域に役立つ研究を機動的に行う組

織である公立大学が，安定的に教育研究活動を行うことは重要である。 

 

◯ 大学の経営側も，これまでの強みを生かそうとする教学側の考え方を十分

聞きながら，互いの理解と調和の下で，学長がリーダーシップを取りやすい

よう支えていくことが必要である。 

 

（学校法人の理事会と私立大学の教学組織） 

◯ 私立大学については，設置者である学校法人がその運営についての責任を

負う。学校法人においては，理事会が最終的な意思決定機関として位置付け

られており，理事会は，設置する私立大学の教育研究状況を適切に把握した

上で，必要な支援を行うとともに，予算編成，教職員や学生の定数管理，組

織の再編における工夫等，学内資源の効果的な配分に努め，設置する私立大

学が，特色ある教育研究機能を最大限に発揮できるように担保していく責任

を負う。 

 

◯ 理事会は，学校法人の経営に対して最終的な責任を負う。したがって，私

立大学の予算編成・配分，教職員や学生の定員管理，組織の再編等に関する

ことについては，教学組織の意向を十分に聴取しつつ，その権限と責任にお

いて最終決定すべきである。 

 

◯ 一部には，大学の学部や学部教授会が，経営に関する事項についても事実

上の決定権や拒否権を有しているとの指摘もあるが，権限と責任の所在の一

致という観点からすれば，経営に最終的な責任を負わない組織が経営事項に

ついて決定することは，理事会からの権限の委任がない限り，適切とは言え

ない。 

 

◯ 一方，理事会が教育研究に関する事項について，教学組織の意向を十分に

尊重することも必要である。特に，学生の入学や卒業の審査，学位授与の審

査，教員の研究業績等の審査等，高い専門性とともに公平性・透明性も求め

られる事項については，原則として教学組織の意見を尊重することが求めら

れる。 

 

◯ なお，経営事項と教学事項を調整するための仕組みとして，法律上は，大

学の学長が学校法人の理事として経営に参画する制度が設けられている42が，

                                            
42 私立学校法第 38 条第 1項第 1号 
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大学における実例を見ても，学長だけでなく，副学長や学部長を理事とする

など教学面にも配慮した理事会の構成としたり，理事会と大学執行部が定期

的に意見交換を行う場を持ち，双方の意思疎通を図ったりしている事例など，

様々な取組が行われており，参考となろう。 

 

 

７．監事の役割の強化 

 

○ 大学は国公私を問わず公教育を担っており，また国・地方からの財政的支

援や税制面での優遇措置を受けていることから，極めて高い公共性を有して

いる。また，大学を取り巻くステークホルダーは，学生，父母のみならず教

職員，地域住民等その範囲は非常に広い。こうした大学を運営する法人の公

共性及び運営の適正性を確保するため，監事の役割は非常に重要である。 

 

◯ 監事は，単に財務や会計の状況だけでなく，教育研究や社会貢献の状況，

学長の選考方法や大学内部の意思決定システムをはじめとした大学ガバナ

ンス体制等についても監査することが必要である。監事が各々のキャリアの

強みを生かしつつ，広範な業務に取り組むことができるよう，そうした役割

を担うにふさわしい監事を，広く学外を含めて求めることが重要である。 

 

◯ 監事がこうした役割を果たしていくためには，重要な会議への出席，事務

局からの資料提出，情報提供，内部監査組織の充実など様々な観点からのサ

ポート体制の整備とともに，大学の規模等に応じて，できる限り常勤の監事

を配置するように努めていくべきである。 

 

○  また，限られた体制の中で，効率的な監査を行うために，例えば，年度ご

とに「ガバナンス改革」「入学者選抜」「研究不正対策」「教学と経営のバ

ランスのとれた運営」等とテーマを設定したり，あるいは，特定の学部等を

重点的に監査したりするといった，メリハリをつけた監査を行うための工夫

も重要である。同時に，大学は，学長や理事会の責任において，監事による

監査の結果を重く受け止めて，適切な改善方策に取り組む責務を負う43こと

に，改めて留意すべきである。 
 
 

                                            
43 大学の設置者である国立大学法人，公立大学法人，学校法人においては，監事の監査結果を踏まえて，

学長が適切な改善措置を行うことができるよう支援していくべき責務を負う。 
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８．その他のガバナンス改革 
 
（１）大学評価を活用したＰＤＣＡサイクルの確立 
○ 現行制度において，大学は，その「教育及び研究，組織及び運営並びに施

設及び設備」の状況について毎年度の自己点検・評価を行うとともに，７年

に 1度，認証評価機関による認証評価を受けることが義務付けられている44。

また，国立大学法人については，これらに加えて，国立大学法人評価委員会

によって，各事業年度の業務の実績に係る評価及び中期目標の達成状況の評

価を受けることとされている45。 

 

○ これらの大学評価は，大学のガバナンスの在り方を見直すための好機であ

る。大学内部の意思決定過程や各機関の権限関係等について，改めて学内外

の幅広い関係者の視点から評価を受けることで，より質の高い教育研究成果

を発揮するようガバナンスの改善を図っていくことが期待される。 

 

○ 新たなガバナンスの仕組みの下で教育研究を展開し，その成果について，

再度大学評価を受け，改善につなげる，といったように，ガバナンスの見直

しを，大学評価を含めた恒常的なＰＤＣＡサイクルの中に位置付けて，不断

の見直しを行っていくことが重要である。 

 
（２）ＦＤ，ＳＤの推進 
◯ 大学は，大学設置基準（昭和 31 年文部省令第 28 号）により，「当該大学

の授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施す

るものとする」と規定されている46。この規定は，いわゆるＦＤ（ファカル

ティ・ディベロップメント47）の実施を義務付けたものであるが，学長のビ

ジョンや大学の経営方針，大学に関する法制度やその解釈，内部規則等の見

直し等に関することについても，例えば，年度始めや新規採用，学長の交代

等に際して説明会を開催したり，オンラインの研修を活用したりする等，

                                            
44 学校教育法第 109 条。なお，専門職大学院については，5年に 1度の認証評価が義務付けられている（学

校教育法施行令第 40 条）。 
45 国立大学法人法第 35 条において準用する独立行政法人通則法第 32 条及び第 34 条 
46 第 25 条の 3 
47 平成 24 年 8月の中央教育審議会答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて」では，フ

ァカルティ・ディベロップメントについて，「教員が授業内容・方法を改善し向上させるための組織的な

取組の総称。具体的な例としては，教員相互の授業参観の実施，授業方法についての研究会の開催，新

任教員のための研修会の開催等を挙げることができる。なお，大学設置基準等においては，こうした意

味でのＦＤの実施を各大学に求めているが，単に授業内容・方法の改善のための研修に限らず，広く教

育の改善，さらには研究活動，社会貢献，管理運営に関わる教員団の職能開発全般を指すものとしてＦ

Ｄの語を用いる場合もある。」としている。後段で言及しているように，授業内容や方法の改善だけでな

く，ガバナンスに関する研修等も積極的に行っていくことが求められる。 
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様々な機会を活用して，積極的に周知することが望ましい。 

「高度専門職」や事務職員に対しても同様の研修等（スタッフ・ディベロ

ップメント（ＳＤ））の機会を設け，ガバナンス改革について，全教職員の

理解を促進すべきである。 

 

（３）人材の流動性の確保 

◯ 我が国の大学教員が内向きの議論をしがちだと指摘される背景には，人材

の流動性が諸外国に比べて低く，所属組織とは異なるガバナンスについて意

識したことのある人材が少ないことにも一因があると考えられる。 

このため，所属大学以外の組織での経験を持つ人材を確保していくことが

極めて重要であり，国内外を対象にした公募の導入等を通じて，各大学にお

いては，国内外の大学・研究機関だけでなく，国際機関や民間企業も含めた

幅広い勤務経験を促進すべきである。 

 
（４）経営能力のある教職員の育成 
◯ 大学による自主的・自律的なガバナンス改革を継続していくためには，若

手やマネジメント能力の高い教職員を積極的に起用することによって，早い

段階から大学経営の感覚を身に付けさせるとともに，学内や大学団体等の研

修，人事交流等を通じて，将来の執行部人材として育成していくことが重要

である。 

 

○ また，学長をはじめとする執行部や学部長等も，大学団体等が実施する研

修に参加する等，不断の研鑽（けんさん）が求められる。 

 
（５）積極的な情報公開の推進 
◯ 大学は，既に法令等で各種の情報公開が求められている48が，大学の教育

情報の公表のための共通的な仕組みとして導入が検討されている「大学ポー

トレート（仮称）」やホームページ，パンフレットの工夫等により，積極的

な情報公開をしていくことが重要である。 

  

                                            
48 大学には，自己点検・評価結果の公表（学校教育法第 109 条），認証評価結果の公表（同第 110 条），教

育研究活動状況の公表（同第 113 条，学校教育法施行規則第 172 条の 2），成績評価基準等の明示（大学

設置基準第 25 条の 2）が求められている。 

  また，大学を設置する国立大学法人，公立大学法人，学校法人に対しても，各設置主体法に基づいて，

中期目標・中期計画や財務情報などの各種の情報公開について規定されている。 
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◯ 大学のガバナンス改革は，従前より繰り返し指摘されているところである

が，これまで述べてきたとおり，本来，各大学が自主的・自律的に行うべき

性格のものであることについて，強く認識して改革を行っていくことが重要

である。 
一方で，大学自身の努力のみでは改善が困難な部分については，国におい

て，制度改正や予算を通じた支援を行うことにより，ガバナンス改革が着実

に行われるように後押ししていくことも必要である。 

 
１．制度改正を通じた支援 
◯ 前述のように，我が国の国公立大学においては，戦後の長きにわたり，教

育公務員特例法に基づく，学部教授会を中心とする大学運営が行われてきた。

現在でも，教育公務員特例法の適用下で形成された慣行が，内部規則などの

形で大学運営に踏襲されている場合も多い。また，建学の精神に基づき運営

されている私立大学は多様な運営が行われているが，必ずしも時代の要請に

応じた運営ができていない大学もある。 

 

◯ 今後，少子高齢化やグローバル化が進む中で，国公私を問わず，大学運営

においては厳しいかじ取りを求められる。そのような中で，各大学は組織の

スクラップ・アンド・ビルドや，人事配置・予算配分の大胆な見直し等を積

極的に行っていくことが必要になる。 

 

○ 国公立大学の法人化や私立学校法の改正から約 10 年が経過した今，改め

て，各大学がそれぞれのガバナンス体制を見直し，限られた資源を最大限に

効率的に活用できるように取り組んでいく必要がある。 

そのためには，権限と責任の所在を改めて明確化し，大学運営に最終的な

責任を負う学長の下で，適切な意思決定が行われるようにするとともに，責

任を負うことのない組織による意思決定過程への関与の在り方については，

積極的な見直しを図っていくことが必要であり，大学の取組を強力に支援す

るため，国は，ガバナンス改革を推進する上で，実効性のある制度改正を行

う必要がある。 

 

○ 国の法令は，各大学の内部規則に優先するものであることから，法令に適

Ⅳ 国による大学ガバナンス改革の支援について 
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合しない内部規則は，当然，見直しを行う必要がある。各大学において，国

の制度改正を受け，どの機関が決定に責任を持つのかを再確認し，権限の重

複の排除や審議手続の簡素化，学長までの意思決定過程の確立を早急に図る

必要がある。 

 

◯ 教授会については，学校教育法第 93 条において審議することが求められ

る「重要な事項」として，専門的知見を持った教員から構成される合議制の

審議機関としての教授会49の趣旨に照らして，①学位授与，②学生の身分に

関する審査，③教育課程の編成，④教員の教育研究業績等の審査等が，その

具体的な内容であることを明確化するとともに，これらの事項については教

授会の審議を十分に考慮した上で，学長が最終決定を行うことについて，所

要の法令改正を行うべきである。 

 

◯ 学長がリーダーシップを発揮していくためには，補佐体制の充実が必要で

あることから，ＩＲや入学者選抜，教務，学生支援，人事や財務，広報等各

分野に精通した「高度専門職」の設置や恒常的な大学事務職員のスキル向上

のためのＳＤの義務化等，今後，必要な制度の整備について，法令改正を含

めて検討すべきである。 

  また，国際的な動向も踏まえた適切な任期が担保されるよう，学長選考方

法の見直しと併せて，任期の在り方についても，中期目標期間等との整合性

に考慮しながら，各大学の改革状況を踏まえて，必要な見直しを検討すべき

である。 

 

○ こうした制度改正の効果等を踏まえながら，将来的には，学長と学部長の

関係等についても，必要に応じて，関係法令の見直しを含めた検討を行って

いくべきである。あわせて，社会の多様なニーズをより踏まえた大学の経営

を確保していく観点から，国立大学法人の経営協議会の構成についても，関

係法令の規定を含めて，検討を進めていくべきである。 

 

◯ また，監事についても，特に教育研究の実施状況に対する監査や，ガバナ

ンスの在り方を含めた大学運営全般について，的確な監査が可能となるよう，

国は，こうした監事の監査体制を強化すべく，国立大学法人の監事について，

監査報告書の作成，随時調査権，不正・法令違反等の学長への報告義務等を

規定する法令改正について，独立行政法人における改革の動向を踏まえて，

国立大学法人についても必要な措置を講じるため，できる限り早期に所要の

                                            
49 前掲脚注 33 参照。ここでの教授会は，必ずしも学部教授会や研究科教授会に限らない。 
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法令改正を行うべきである50。私立大学については，監事報告書の作成や報告

義務等が既に明文化されている51が，その運用を更に実質化していくため，教

学面の監査の在り方の先進事例について，国が情報を提供するなど，その内

容の充実を図っていくことが求められる。 

 

○ 常勤監事が少ないとの指摘がある中で，大学の規模等に応じて，できる限

り常勤監事の配置に努めることが期待される。監事の活動実態を踏まえなが

ら，例えば，一定の規模を有する法人には 1名以上の常勤の監事を置くこと

とする等，必要に応じて，制度改正を含めて検討することも考えられる。 

 

２．予算を通じた支援 

◯ 国による財政的支援は，大学のガバナンス改革を進めるための有効な手法

の一つである。大学のガバナンスが多様であり，かつ各大学において主体的

に行われるものであることに十分配慮しながら，メリハリを利かせた予算措

置を行うことで，大学のガバナンス改革を後押ししていくことが求められる
52。 

 

◯ 具体的な方策としては，大別して， 

① 学長のリーダーシップに基づいて効果的に配分を行うことができる裁量

経費を拡充すること， 

② 大学のガバナンス改革を含む教育研究活動を支援すること， 

③ 補助事業等の要件として一定のガバナンス改革を求めるなど，間接的に

ガバナンス改革を促進していくこと， 

の 3点が考えられる。 

 

（学長裁量経費の拡充） 

◯ 1点目の，学長の自由裁量経費について，例えば国立大学について見ると，

かつては，国から国立大学に対する支援が各学部の教員数・学生数に基づく

予算配分が中心であったため，結果的に，各組織の硬直的な予算になりがち

であった。 

国立大学の法人化後は，国からの予算は国立大学法人に交付され，学内で

                                            
50 公立大学法人についても，地方独立行政法人制度全体の整合性に留意しつつ，国立大学や私立大学と同

様の監事機能強化に向けて検討することが望ましい。 
51 私立学校法第 37 条第 3項 
52 国の経済規模（ＧＤＰ）に対して，教育機関への公財政支出は，ＯＥＣＤ諸国の中で最低の水準であり，

平成 22（2010）年にはＯＥＣＤ平均が 1.1%であるのに対して，日本は 0.5%となっている。“OECD 

“Education at a Glance”(2013)参照。 
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の予算編成を経て学長裁量経費を措置することができるようになっている

が，基盤的経費が削減されるとともに，大半が固定的支出であるため，実際

には学長裁量経費の確保は難しいとの意見が多い。また，そうした状況は，

公立大学や私立大学についても指摘されている。 

 

◯ 国は，第 4期科学技術基本計画（平成 23 年 8 月 19 日閣議決定）において

も，競争的資金等の間接経費を充実していくことが求められており，こうし

た方向性は，学長の裁量経費を拡充するための国の支援方策として有効であ

る53。 

 

○ 間接経費については，競争的資金等を獲得した研究者個人あるいは研究者

が所属する組織に帰属すべきものと捉えられていることも多い。しかしなが

ら，間接経費は，「競争的資金をより効果的・効率的に活用するために，研

究の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費を手当てする」（第 2期科学

技術基本計画54）ものであり，そのような理解は適切ではない。 

すなわち，間接経費は，研究機関全体として管理すべき経費であり，本来，

全学的な視点から配分されるべき予算であることを再認識すべきである。そ

の上で，学長の責任と権限において，例えば，競争性の高い分野に重点的に

予算配分する等，学長が効果的に間接経費を学内配分することが重要である。 

 

◯ また，プロジェクト型予算などの形で，大学本部に予算を付けることも考

えられる。こうした事業では，学長が自由度の高い予算を獲得するとともに，

特任教授などの形で，より柔軟な人事を行うことも可能になる。 

かつてのＧＰ（Good Practice）事業についての検証を行った調査検討会

議の意見まとめ55においても，「学長が学部教授会の枠組みとは別に，自らの

リーダーシップを発揮したパイロット・プログラムとしての役割を果たした」

と積極的な評価を与えている。 

 
（大学ガバナンス改革を含む教育研究活動等への支援） 

◯ 2 点目の，各大学によるガバナンス改革を含む教育研究活動等に対する支

援については，近年，国立大学法人運営費交付金や私学助成といった基盤的

                                            
53 第4期科学技術基本計画（平成23年8月19日閣議決定）では，間接経費の充実について，「国は，新規採択

率の向上や一件当たりの十分な研究費の確保を目指し，競争的資金の一層の充実を図る。その際，全て

の競争的資金制度において，直接経費を確保しつつ，間接経費の30％措置を実施するよう努める。また，

国は，大学及び公的研究機関等が，間接経費の効果的な活用を図ることを求める。」としている。 
54 平成 13 年 3月 30 日閣議決定 
55 国公私立大学を通じた大学教育改革の支援に関する調査検討会議「国公私立大学を通じた大学教育改革

の支援の在り方について（意見まとめ）」 
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経費においても，重点的な支援が行われている。 

国立大学については，現在，各大学と文部科学省が意見交換を行い，各大

学の強み・特色・社会的役割（ミッション）を整理する「ミッションの再定

義」等を行っている。国は，これらのミッションを踏まえた国立大学の機能

強化を推進するため，学長のリーダーシップの下で，学部・研究科等を越え

た学内資源の配分の最適化，教育研究組織の再編成，優秀な人材を確保する

ための年俸制の導入など人事・給与システムの弾力化などを行う大学の改革

構想に対して，重点的な支援を行っていく予定である。 

国は，第 2期中期目標期間中における支援の成果を踏まえ，第 3期中期目

標期間が始まる平成 28 年度からは，国立大学法人運営費交付金の配分方法

等について抜本的な見直しを図り，教育研究組織や学内における資源配分に

ついて，学長のリーダーシップの下で恒常的に見直しが行われ，飛躍的な機

能強化が図られる環境を生み出していく必要がある。 

 

◯ また，私立大学についても，教育の質的転換，グローバル化などの改革に

全学的・組織的に取り組む大学を支援するため，経常費・設備費・施設費を

一体として重点的な支援を行っている。選定に際しては，例えば，学長等を

中心とした全学的な教学マネジメント体制の構築や教学面でのＩＲ担当部

署の設置を評価要素とするなど，大学としての機能強化のみならず，全学的

なガバナンス改革も促進する事業となっており，今後とも，こうしたメリハ

リある支援を充実させていくことが求められる。 

 

（補助事業の要件としてのガバナンス改革の推進） 

◯ 3 点目の，補助事業を行うに当たって，各補助事業の趣旨や性格等を十分

踏まえる必要があるものの，補助事業の内容を，全学的な取組が必要となる

ような内容とすることにより，学長のリーダーシップが強く求められること

になり，間接的に，一定のガバナンス体制の整備が図られることが期待され

ることから，こうした取組を行っていくことも必要である56。 

 
３．中期目標，評価や監査等による担保 
◯ ガバナンス改革は，各大学が主体的に取り組むべきものであるが，自己点

検・評価や認証評価，中期目標・中期計画，監事による監査等を活用して，

各大学が取組を確実に遂行できるよう，環境の充実を進めることが求められ

                                            
56 例えば，地（知）の拠点整備事業（大学ＣＯＣ事業）において，支援の要件として，地域を志向した大

学であることを学則上明確に位置づけることや，学長を中心とした事業実施体制の整備，全教職員への

ＦＤ・ＳＤの徹底等を求めるなど，既に様々な先行的な取組が行われている。 
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る。 

 
◯ このような観点から，国は，大学のガバナンス改革の進捗状況についてフ

ォローアップする必要があるが，その中でも，特に国立大学法人については，

機能強化のための改革の取組を，第 2期中期目標期間中においても，中期目

標・中期計画に反映していくこと，改革の進捗状況を適切に評価していくこ

とが求められる。 

更に，評価の在り方についても検討を行いつつ，第 3期中期目標において

は，文部科学大臣が，内部規則等の見直しを含めたガバナンスの改善に関す

る目標を定め，各大学は具体的な改革のための作業スケジュールを示した第

3期中期計画を定めることが必要である。具体的なガバナンスの改善状況に

ついては，自己点検・評価や国立大学法人評価等を通じて適切に評価を行っ

ていくことにより，改革の実効性が担保される。これは，公立大学について

も原則として同様である。 

 

○ ガバナンス改革の目的が，教育・研究・社会貢献機能の最大化であること

からすれば，認証評価や自己点検・評価も，ガバナンスが有効に機能してい

るかチェックする重要な機会である。より多くの資源を投入すれば，より大

きな教育研究成果が期待されるのは当然である。今後の認証評価や自己点

検・評価においては，限られた資源を有効に活用して高い教育研究成果を上

げているかという，資源配分の効率性に着目した評価を行っていくことが求

められよう。 

 

◯ 前述のように，監事による業務監査に際しても，教育研究や財務会計に関

する監査はもとより，各大学のガバナンス体制が法令に則（のっと）った適

切なものになっているか，責任関係が明確で，適切な意思決定手続が確立さ

れているか，監事の責任においてしっかりと監査しなければならず，ガバナ

ンス体制が十分でない場合には，監査報告書の提出や理事会等への報告など

の措置を講じるべきである。 

 

４．大学団体等との協力等 
◯ 大学のガバナンスの改善について，大学団体等が果たすべき役割も大きい。

既に，各大学団体等において，学長や副学長をはじめとする執行部人材や事

務職員等を対象にした各種の研修も行われている57が，国との協力の下で，

                                            
57 例えば，私立学校振興・共済事業団では，理事長や学長等私学のリーダーを対象とした「私学リーダー

ズセミナー」や，職員を対象とした「私学スタッフセミナー」を行っている。 
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こうした取組を更に充実させていくことが重要であろう。新任の学長や副学

長等を対象に，高等教育に関する国の政策動向や法令について整理して学べ

る機会を設けることは，就任直後から円滑に職責を果たすために有効であろ

う。また特に，今後は，学部長や学部長の補佐役など，全学の方針と各学部

の方針との調整など，難しいかじ取りが求められる層を対象にした研修を充

実させていくことが強く期待される。 

 

◯ また，前述表 1でも示したように，現行でも，多くの大学において，様々

なガバナンス改革のための取組が行われている。こうした情報を相互に共有

していく機会を設けることも重要である。各種のフォーラムやシンポジウム

等の機会を活用するとともに，国においても，ガバナンスに関する基本的な

考え方や関係法令の解釈等について，大学関係者との意見交換の機会を持つ

など，積極的に発信していくことが求められる。 
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表２「大学で行うべきガバナンス改革と国が行うべき改革支援について」 

 

大学で行うべきガバナンス改革 国が行うべき改革への支援

【補佐体制】
・総括副学長等の設置
・高度専門職の採用，育成
・事務職員の高度化，教職協働，ＳＤ
・ＩＲの充実
・全学的な会議体の活用

・ＩＲや入試，教務，学生支援，人事や財務，広報等各分野
に精通した「高度専門職」の設置
・恒常的な大学事務職員のスキル向上のためのＳＤの義務
化等について，法令改正を含め検討

【人事】
・学長によるポストの再配置，選考の適正性の確保
・選考は教授会の審議を考慮して，学長が最終決定
・業績評価に応じた給与制度，若手ポストの拡充，年俸制

【予算】
・学長のビジョンに沿ったメリハリある予算編成・配分
・寄附金収入等の自由度の高い予算確保
・学長裁量経費・全学経費の確保

【組織再編等】
・ぶれない改革方針と客観的データによる説明を通じて，学
長が責任を持って改革を推進

・学長のリーダーシップの下で組織再編成など全学的な取
組を行う大学について，国立大学法人運営費交付金の重
点的配分等を通じて支援

・より安定的な運営が可能となる学長任期の設定，再任方
法の見直し

・選考組織が主体性を持って候補者を選定し，候補者のビ
ジョンを確認して決定

・学長選考組織や監事による業績評価，不適格者の解任

・学長のビジョンを共有できる学部長等の任命

・学長による学部長等の業績評価

・教授会は，教育研究に関する審議機関。特に，①学位授
与，②学生の身分に関する審査，③教育課程の編成，④教
員の教育研究業績等の審査等を行う機関として，役割を明
確化

・教授会の審議事項の明確化について必要な法令改正を
検討

・教授会の設置単位の再点検 ・教授会の設置単位につき，各大学の再点検を促進

・教授会の審議事項の透明化
・教授会の議事概要や審議事項等をホームページ上で公
開するなど，教授会の情報公開を促進

監
事
の
役
割
の

強
化

・ガバナンスの監査
・監事の常勤化推進，サポート体制の構築
・メリハリを付けた効率的な監査
・学長の責任において，監査を踏まえた改善措置

・教学監査や大学運営全般について的確な監査が可能と
なるよう検討を実施
・監査報告書の提出や関係機関への報告義務等の法令の
整備
・常勤監事の配置について，監査の実態や大学の規模等を
踏まえて必要に応じて制度改正を含めて検討

そ
の
他
の

ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革

・大学評価を活用したＰＤＣＡサイクルの確立
・ＦＤ，ＳＤの推進
・人材の流動性の確保
・能力のある教職員の育成
・積極的な情報公開の推進

・大学団体等と協力した研修
・各種フォーラムやシンポジウム等の機会を活用した積極的
な情報発信・意見交換

学
長
の
リ
ー

ダ
ー

シ

ッ
プ
の
確
立

学
長
の
選
考
・
業
績
評
価

学
部
長
等
の
選
考
・

業
績
評
価

教
授
会
の
役
割
の
明
確
化

・学長のリーダーシップに基づいて効果的に配分を行うこと
ができる裁量経費の拡充
・大学のガバナンス改革を含む教育研究活動への支援
・補助事業等の要件として一定のガバナンス改革を求める
など、間接的にガバナンス改革を促進

・学長と学部長等の関係等について，必要に応じて，関係
法令の見直し含め検討
・学長や学部長等に対する研修の充実

・ガバナンス改革の進捗状況について第三期中期目標等
でフォローアップ
・具体的なガバナンスの改善状況については自己点検・評
価や認証評価，国立大学法人評価等を通じて実効性を担
保
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（大学に求められる役割の多様化） 

○ 大学の本来の使命は，研究者の自由な発想による創造的な研究の展開と優

れた人材の養成にあり，これらにより広く社会の発展に貢献することが基本

である。 

 

○ グローバル化や情報化の進展等に伴い，社会経済の構造が大きく変化する

中で，我が国が今後新しい価値を世界に先んじて創出すること，そして，次

代を担う人材を育成することが不可欠であり，大学はその主要な担い手とし

て大きな期待を背負っている。 

 

○  また，近年では，上記のような役割にとどまらず，イノベーションの創出

や地域が抱える課題への対応など，個別的・具体的な諸問題の解決等への多

様な期待と要請が，社会の各方面から大学に対して寄せられるようになって

いる。 

 

○ 各大学において大学改革を推進する際，ともすれば，学内の教職員のみを

意識した議論に陥りがちである。しかしながら，これらの様々な社会的要請

に応えていくためには，大学が，より一層社会に対して開かれたものとなる

ことが必要であり，そうした観点から，大学のあるべき姿を不断に見つめ直

していくことが求められる。 

 

（社会の理解・協力を得るための努力） 

○ このような中で，学長自身が先頭に立って，どのようなビジョンに基づい

て，どのような大学改革に取り組んでいるのかを，社会に対して分かりやす

い形で明らかにしていくことが重要である。各大学では，前述表 1 にあると

おり，学長のリーダーシップの下で様々な改革に真摯に取り組んできたが，

学長をはじめとする執行部が学外に積極的に出向き，大学を開くための努力

を示していくことによって，大学改革に対して，社会からの理解や協力が得

られることも期待される。 

 

○ 法制度上も，大学には，学外者を含む経営協議会や理事会・評議員会，監

Ⅴ 社会による大学ガバナンス改革の支援について 
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事をはじめとする各種機関が位置付けられているとともに，産学官連携・地

域連携等，地方公共団体や地域社会や団体・企業等と深く関わる部分を持っ

ている。こうした様々な学外の声を，適切に大学運営に反映させていくこと

が重要である。 

 

○ 経営協議会の委員や理事，監事等に就任して，初めて，大学運営の一翼を

担うこととなった学外委員からは，ここ 10 年で，大学は大きく変わったと

して，一定の評価がなされることも増えた。各大学は，こうした評価が広く

共有されていくよう，更に努力することが必要である。 

 

（社会からの関わりの重要性） 

○ 社会の側からも，大学と積極的に関わり，産学官連携やシンポジウム，イ

ンターンシップやアクティブ・ラーニングへの協力等，教職員と直接の接点

を持つ様々な機会に，大学に期待する役割について社会の声を伝えていくこ

とは，大学のガバナンス改革を進めていく上での大きな支援となる。例えば，

国やそれぞれの地域において，産学官の関係者が一堂に会して，教育研究の

在り方について議論できる場を持つことや，大学院を中心に，実務経験を有

する社会人学生が増えることは，教育研究の在り方に対して大きな刺激とな

る。 

 

○ 大学改革のきっかけを作る上で，民間の役割は大きく，社会の側から，大

学に刺激を与えるような関わり方を行っていくことが期待される。 

特に学長のビジョンへの理解や物心両面からの支援は，学長がリーダーシ

ップを発揮する上での大きな後ろ盾となるだろう。大学の役割が多様化し，

教育研究が高度化する中で，従来のように授業料や公費だけでは，各大学の

機能を十分に発揮することは困難となっている。既に多くの大学では，独自

の基金制度を設け，寄附金を募って社会からも支援を受けながら運営してい

る。大学と社会の相互の発展のためには，社会から大学へのさらなる支援が

必要であり，国においても，寄附金の自主的・積極的な受入れに資する環境

をより一層整備するとともに，大学側も，寄附を受けるにふさわしい大学運

営体制の整備を行う必要がある。 

 

○ 大学の教育・研究機能の充実なくして国際社会に生きる日本社会の発展は

なく，社会の発展なくして多くの資源を必要とする大学の教育・研究を充実

させることはできない。大学と社会はお互いの考え方を理解し，支援し合い

ながら，我が国の発展を支えていくことが今求められている。 
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○  大学は，中世以来の構成員自治の伝統を受け継ぐ，独自の組織である。

大学は，高度な専門性を有する研究者が，様々な外界からの圧力や干渉に

対して自律性（オートノミー）を確保し，学問の真理を探究し，その研究

成果をもって，学生に対する教育をはじめ社会全体に還元してきた。 

 

○  大学のガバナンスを議論していく上では，こうした大学という組織の本

質を十分に理解・尊重し，教職員の自由で多様な発想を引き出すような仕

組みにしていかなければならないし，そうでなければ，国際的に通用性の

ある大学としては認められない。 

 

○  大学には，そうした社会的な役割を担っていくためにオートノミーが認

められているが，その具体的な在り方については，社会の変化に伴って不

断の見直しが求められる。オートノミーが認められるためには，大学自身

が，より高次の責任を果たし，社会的な信頼を得ることが前提となる。す

なわち，大学自身が，自らを競争的な環境にさらし，教員一人一人が，常

に教育研究に全力を投じることが求められる。 

 

○  個別の大学や教員を見れば，真摯に改革に取り組んでいる学長や学部長

は枚挙にいとまがないし，卓越した研究成果を出している教員や，学生の

教育に熱心に取り組んでいる教員も数多い。 

 

○  急激な少子高齢化をはじめとして，我が国の大学が置かれた環境の厳し

さが増す中，大学改革に際しても，これまでにない，大胆かつ迅速な意思

決定が求められている。そのためには優れた資質を有する学長が選ばれる

ような仕組みを構築するとともに，学長のリーダーシップの下で，大学が

組織として真剣かつ真摯に改革を実行に移すことが必要である。 

 

○  各大学で，効果的なガバナンスの仕組みが動き出すとき，教員一人一人

が優れた教育研究成果を上げている姿が，きっと社会にも見えてくる。  
 
 

Ⅵ おわりに 
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付属資料 

中央教育審議会大学分科会及び組織運営部会の審議の経過 
 

【組織運営部会】 
第１回  平成２５年 ６月２６日 
・部会長の選任等 
・教育再生実行会議の提言等を紹介しつつ，全ての委員がガバナンスに関す

る意見を発表 
 
第２回  平成２５年 ８月 ６日 
・「学長の権限」や「学長の選考方法」などの論点について審議   

 
第３回  平成２５年 ９月 ９日 
・「教授会」や「理事会」「監事」「情報公開」などの論点について審議 

 
第４回  平成２５年１０月 ２日 
・大学からの個別ヒアリング①（京都大学長及び大阪大学長） 
・「内部規則」や「学長の選考方法」などの論点について審議 

 
第５回  平成２５年１０月２９日 
・大学からの個別ヒアリング②（長崎大学長及び広島修道大学長） 
・審議まとめ（骨子案）を審議 

 
第６回  平成２５年１１月１９日 
・審議まとめ（素案）を審議 

 
第７回  平成２５年１２月 ５日 
・審議まとめ（案）を審議，確定 

 
【大学分科会】 
第 115 回 平成２５年１２月２４日  
・「大学のガバナンス改革の推進について」審議まとめ（案）を審議 

 
第 116 回 平成２６年 ２月１２日  
・「大学のガバナンス改革の推進について」審議まとめ（案）を審議 
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第７期中央教育審議会大学分科会委員 

 

委  員：平成 25 年２月 15 日発令 

臨時委員：平成 25 年４月４日発令 

専門委員：平成 25 年４月４日発令 

 

◎分科会長，○副分科会長 

 

（委  員）１１名 

◎ 安 西 祐一郎   独立行政法人日本学術振興会理事長 

浦 野 光 人  株式会社ﾆﾁﾚｲ相談役，公益社団法人経済同友会

幹事，公益財団法人産業教育振興中央会理事

長，一般社団法人ｱｸﾞﾘﾌｭｰﾁｬｰｼﾞｬﾊﾟﾝ理事長，一

般社団法人日本経営協会会長 

大 島 ま り  東京大学大学院情報学環教授，東京大学生産技

術研究所教授 

小 原 芳 明  玉川大学長 

帯 野 久美子  株式会社ｲﾝﾀｰｱｸﾄ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ代表取締役 

○ 河 田 悌 一  日本私立学校振興・共済事業団理事長 

北 城 恪太郎  日本ｱｲ・ﾋﾞｰ・ｴﾑ株式会社相談役，公益社団法人

経済同友会終身幹事，学校法人国際基督教大学

理事長 

北 山 禎 介  三井住友銀行取締役会長，公益社団法人経済同

友会副代表幹事・教育改革委員長 

高 橋 香 代  くらしき作陽大学子ども教育学部長，岡山県教

育委員会委員 

長 尾 ひろみ  広島女学院大学長 

濱 田 純 一  東京大学総長 

 

（臨時委員）１８名 

有 信 睦 弘  東京大学監事 

井 上 正 仁  早稲田大学大学院法務研究科教授 

奥 野 武 俊  大阪府立大学長 

樫 谷 隆 夫  公認会計士・税理士 

勝   悦 子  明治大学副学長 
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金 子 元 久  筑波大学大学研究センター教授 

小 畑 秀 文  独立行政法人国立高等専門学校機構理事長 

佐々木 雄 太  名古屋経済大学・名古屋経済大学短期大学部学長 

佐 藤 弘 毅   目白大学・目白大学短期大学部学長 

佐 藤 東洋士  学校法人桜美林学園理事長・桜美林大学総長 

島 田 尚 信  ＵＡゼンセン副会長 

清 家  篤   慶應義塾長 

橘フクシマ咲江  G&S Global Advisors Inc. 代表取締役社長 

谷 口  功   熊本大学長 

中 込 三 郎  学校法人中込学園理事長，全国専修学校各種学

校総連合会顧問 

菱 沼 典 子   聖路加看護大学教授，聖路加看護大学看護学部

長兼看護学研究科長 

美 馬 のゆり  公立はこだて未来大学システム情報科学部教授 

吉 田  文    早稲田大学教育・総合科学学術院教授 

 

（専門委員）３名 

川 村  隆   日立製作所取締役会長 

黒 田 壽 二   金沢工業大学学園長・総長 

白 井 克 彦  放送大学学園理事長 

 

 

計 ３２名 

 

※北山委員の発令日は平成 26 年２月１日 

※金子委員の発令日は平成 26 年３月 14 日 
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第７期中央教育審議会大学分科会 
組織運営部会委員 

 
委  員：平成 25 年２月 15 日発令 

臨時委員：平成 25 年４月４日発令 

専門委員：平成 25 年６月３日発令 

 

◎部会長，○副部会長 

 

（委  員） ４名 

 

帯 野 久美子  株式会社ｲﾝﾀｰｱｸﾄ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ代表取締役 

◎ 河 田 悌 一  日本私立学校振興・共済事業団理事長 

北 城 恪太郎  日本ｱｲ・ﾋﾞｰ・ｴﾑ株式会社相談役，公益社団法人

経済同友会終身幹事，学校法人国際基督教大学

理事長 

○ 北 山 禎 介  三井住友銀行取締役会長，公益社団法人経済同

友会副代表幹事・教育改革委員長 

 

（臨時委員） ４名 

 

奥 野 武 俊  大阪府立大学長 

樫 谷 隆 夫  公認会計士・税理士 

金 子 元 久  筑波大学大学研究センター教授 

清 家   篤  慶應義塾長 

 

 

（専門委員） ８名 

 

赤 松 洋 子  弁護士 

有 川 節 夫  九州大学総長 

石 原 多賀子  金沢大学監事 

上 山 隆 大  慶應義塾大学総合政策学部教授 

黒 田 壽 二  金沢工業大学学園長・総長 

小 林 雅 之  東京大学大学総合教育研究センター教授 

田 中 愛 治  早稲田大学理事，政治経済学術院教授 

森 脇 道 子  自由が丘産能短期大学長 

 

 

計 １６名 

 

※北山委員の発令日は平成 26 年２月１日 

※黒田委員の発令日は平成 25 年４月４日 


